
人 種 差 別 撤 廃 法 要 綱 案 

（ＪＣＬＵ外国人の権利小委員会試案 Ver.1） 

発表にあたって 

 

日本でもようやく１９９６年に人種差別撤廃条約が発効しました。政府は、「我が国の

現状が、既存の法制度では差別行為を効果的に抑制することができず、かつ、立法以外の

措置によってもそれを行うことができないほど明白な人種差別行為が行われている状況

にあるとは認識しておらず、人種差別禁止法等の立法措置が必要であるとは考えていな

い。」（人種差別撤廃委員会の日本政府報告審査に関する最終見解に対する日本政府の意

見）との立場をとっています。 

しかし、現実には、日本に暮らす外国人が年々増え続けるなかで、労働、住居、サービ

スの提供など様々な分野で、外国人に対する差別を含む人種差別が根強く存在しています。

浜松宝石店外国人排斥訴訟や小樽温泉人種差別訴訟で、人種差別撤廃条約を根拠として、

差別を行った事業者に対する損害賠償請求が認められましたが、このような事案は氷山の

一角であり、条約及び裁判所における救済だけでは、差別解消のために不十分であること

は明らかです。本当に差別をなくしていくためには、何が許されない差別なのか、ルール

を具体化・明確化するとともに、差別撤廃に向けての国や地方自治体の責務を明らかにし、

併せて救済措置を充実させる必要があります。 

外国人差別に代表されるように、憲法と裁判所を中心とする従来の人権保障の枠組みで

は、現実に起きている人権侵害を十分に救済できていないことから、新しい枠組みを求め

る声が高まっています。現在、国内人権機関の設立に関する議論が先行していますが、そ

のような機関によって適用されるべき実体法についての議論は、まだほとんどなされてい

ないのが実情です。 

当小委員会では、実効性ある新しい人権保障の枠組みの一環として、人種差別を撤廃す

るための実体法の制定を目指して、後記メンバーを中心に要綱案作成に取り組んできまし

た。日本には、部落差別をはじめ人種以外の根拠に基づく深刻な差別が存在していますが、

それぞれの差別に特有の側面があるため、同一の法律ですべてをカバーすることは必ずし

も適切ではないと考えられます。そこで、当小委員会がこれまで取り組んできた外国人の

差別問題に焦点を当て、外国人差別を含む人種差別に関する特別法として作成することに

しました。 

なお、この人種差別撤廃法の実施機関としては、真に独立性ある国内人権機関が設立さ

れることを前提に、当面、この機関によることを想定しています。また、本来は、具体的

な救済手続についても併せて検討・提案すべきところですが、まずは実体法について提案

を行い議論のたたき台として供することにし、手続については次の検討課題とすることに

しました。 

さらに、この人種差別撤廃法が制定された場合は、生活保護法の国籍条項の撤廃や、公

務就労権実現のための措置が必要であり、さらに救済措置の定め方により、人種差別撤廃

条約第４条(a)及び(b)の留保を撤回すべき場合があると考えています。 

この要綱案は議論のたたき台として作成したものですので、よりよい要綱案に向けて、

ぜひ皆さんのご意見をお聞かせ下さい。 
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人種差別撤廃法要綱案 

 

ＪＣＬＵ外国人の権利小委員会試案 Ver.1 

 

１ 目的 

この法律は、すべての者による人種差別を禁止し、その被害の救済と予防を図るため

の措置を講じることにより、人種差別を撤廃し、もって、憲法上及び国際法上認められ

た人権が尊重される社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

２ 定義 

この法律において「人種等」とは、人種、皮膚の色、民族、国籍又は国民的出身をい

う。 

この法律において「人種集団」とは、特定の人種等を共有する者から構成される集団

をいう。 

この法律において「公務員」とは、国又は地方公共団体の職員その他法令により公務

に従事する者をいう。 

 

この法律において「人種差別」とは、次に掲げる行為を意味する。 

① （直接差別）人種等に基づき、ある者が、同様な状況において他の者が扱われ

るよりも不利に扱われること。 

② （間接差別）一見中立的な規定又は基準の適用が、特定の人種集団に属する者

に対し他の者に比べて不利となること。但し、当該規定又は基準が、正当な目

的により客観的に正当化され、かつかかる目的を実現する手段が必要かつ適切

である場合を除く。 

③ （ハラスメント）人種等に関する行為であって、威嚇、侮辱、嘲りその他不快

な環境を作り出す目的若しくは効果を有するもの、又は特定の者の尊厳を傷つ

ける目的若しくは効果を有するものは、①の差別とみなす。 

 

次に掲げる行為は、人種差別にあたらない。 

① 国籍に基づき異なる取扱いをすることが真にやむを得ない場合において、目的

のために必要な範囲で、異なる取扱いをすること。 

② ある職業の性質上、特定の人種等に関する特徴が決定的な職業上の条件に該当

する場合であって、かかる条件を設ける目的が正当であり、かつ条件が目的に

比例している場合において、かかる特徴に基づいて異なる取扱いをすること。 

③ 人種等に関連する不利益を防止又は是正することを目的として、特別の措置を

とること。 

 

３ 一般的差別禁止 

何人も、人種差別を受けない。 
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４ 個別分野 

 

【 労 働 】 

1. 使用者は、以下の各号その他労働契約に関わり人種差別を行ってはならない。 

① 募集及び採用 

② 労働時間、賃金、休日休暇、労働安全衛生その他の労働条件 

③ 配置及び昇進 

④ 教育訓練 

⑤ 福利厚生 

⑥ 定年、退職及び解雇 

2. 職業紹介機関、職業訓練機関及び資格付与機関は、人種差別を行ってはならない。 

3. 労働組合、使用者団体及びその他の職業団体は、当該団体への加入及びその団体の

構成員としての処遇において人種差別を行ってはならない。 

4. 国及び地方公共団体は、採用・昇進を含め、人種差別を行ってはならない。 

 

【 医療・社会保障 】 

1. 何人も、人種差別されることなく、到達可能な最高水準の身体及び精神の健康を享

受する権利を有する。 

2. 何人も、人種差別されることなく、生命の維持及び回復しがたい健康被害の防止の

ために緊急に必要とされる医療を受ける権利を有する。この救急医療は、その者の在

留または就労が不正規であるという理由で拒絶されてはならない。 

3. 何人も、人種差別されることなく、健康保険・厚生年金保険・国民健康保険・国民

年金に加入することができる。 

4. 何人も、人種差別されることなく、生活保護を受ける権利を有する。但し、日本国

内に在留して１年以内の外国人は、この限りではない。 

5. 何人も、人種差別されることなく、児童福祉、母子保健、乳幼児医療、感染症医療、

障害者福祉、高齢者福祉、公衆衛生等に関する権利を享受することができる。 

 

【 教 育 】 

1. 何人も、あらゆる形態のあらゆる段階の教育において、人種差別を受けない。 

2. 国及び地方公共団体は、すべての適当な方法により、民族教育、母(国)語教育及び

日本語教育を受ける機会を含む特定の人種集団に関する特別なニーズの充足に努め

なければならない。 

3. あらゆる形態のあらゆる段階の教育は、人種差別を助長する内容を含むものであっ

てはならない。特に学校教育においては、人種差別の撤廃を指向するものでなければ

ならない。 

 

【 住 居 】 

何人も、自己若しくは家族のための住居又は事業用不動産の売買その他の処分又は

賃貸借その他の利用において人種差別を受けない。 
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【 物品等の提供 】 

何人も、小売店、輸送機関、宿泊施設、飲食店、劇場、公園その他の公衆の用に供

されるあらゆる物品及び役務の提供を受けるについて、人種差別を受けない。 

 

【 団体加入 】 

何人も、公衆を構成員の対象とする団体への加入、退会、及び団体の構成員として

の処遇において、人種差別を受けない。 

 

５ 公務員による差別及び差別の教唆禁止 

公務員は、公務に従事する者としての立場において、人種差別をしてはならない。 

公務員は、人に対し、人種差別を行うよう教唆してはならない。教唆とは、指示、命

令、誘導その他方法を問わず、人に対し、特定の行為を実行する決意を生じさせ、又は

生じさせるおそれのある働きかけをすることをいう。 

 

６ 国・地方公共団体の責務 

国は、憲法上及び国際法上認められた人権の実現のため、人種差別の撤廃のための施

策を総合的に推進する責務を有する。 

地方公共団体は、地域社会における人種差別の撤廃を図るため、地方公共団体の運営

及び事務の処理にあたりこの法律の趣旨を十分考慮するとともに、条例を制定し、その

他地方公共団体において人種差別の撤廃のための施策を推進する責務を有する。 

 

７ 法律の広報・周知 

国及び地方公共団体は、適切かつ積極的な広報措置を講じることにより、この法律を

広く周知させ、法律に関する情報へのすべての者のアクセスを容易にしなければならな

い。 

 

８ 法律の解釈の補足的手段としての国際人権法 
 この法律の解釈及び適用にあたっては、日本において効力を有する国際人権規約、人

種差別撤廃条約等の人権に関する条約について国際的に認められた一般的な解釈及び

適用を考慮する。 
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